
令和４年度中核機関の活動報告 

 

１ 概要・体制 

 令和４年３月に樹立した船橋市成年後見制度利用促進基本計画に基づき、令和４年４月よ

り権利擁護支援の中核を担う機関を、市の直営として地域包括ケア推進課内に設置しました。 

 社会福祉士２名体制で、相談支援や研修の企画など、下記活動報告のとおり事業の実施を

行っております。 

 

２ 中核機関の名称について（船橋市権利擁護サポートセンター） 

 

権利擁護支援を推進する機関の名称として、これま

で国の計画等で用いられている「中核機関」という言

葉を便宜的に用いてきましたが、権利擁護支援の推進

をより推し進めるため、市民に対しても分かりやすい

窓口を明示する必要があることから、令和５年４月か

ら中核機関の名称を「船橋市権利擁護サポートセンタ

ー」としました。地域包括ケア推進課に案内板を掲げ

ています。 

 

３ 令和 4年度の活動報告について 

（１）広報・啓発活動 

 ・市民向け講演会 ２回 

  １１月５日 「成年後見制度と家族信託」  68名参加 

2月４日 「成年後見制度と相続・遺言～将来の自分・家族のために～」 74名参加 

・地域ケア会議へ出席し、権利擁護や中核機関の周知啓発を実施 

（新高根・芝山地区、湊町地区、二和地区、八木が谷地区） 

 ・ケアマネジャーの研修にて権利擁護事業や中核機関の説明を実施（8月23日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 

令和５年２月４日開催 

市民向け講演会チラシ 



（２）相談実績（中核機関相談件数）（表1） 

   

 【相談の内訳】 

   相談者種別（表１－２） 

１ 本人 21 

２ 家族 27 

３ 成年後見人等 12 

４ 相談機関（高齢者） 66 

５ 相談機関（障害者） 1 

６ 相談機関（その他） 2 

７ 行政 6 

８ 医療機関 3 

９ 社会福祉協議会 4 

１０ 地域住民 1 

１１ その他 5 

 合計 148 

 

   相談種別（表１－３） 

１ 金銭管理 10 

２ 契約関係 1 

３ 日常生活自立支援事業 5 

４ 任意後見制度 5 

５ 成年後見制度（制度案内） 23 

６ 成年後見制度（申立て支援） 8 

７ 成年後見制度（市長申立て） 20 

８ 成年後見制度（生活困窮・その他） 12 

9 困難事例対応 24 

10 終活・身寄りがない 6 

11 セルフネグレクト 5 

12 広報 2 

13 苦情 11 

14 その他 16 

 合計 148 

 

 

合計（延べ件数） 148

実人数 111



相談種別の割合（表１－３－１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）研修の実施 

専門職研修「権利擁護の相談支援における視点」（10月 19日実施） 

   一次相談機関向け（市役所関係各課、地域包括支援センター、障害者総合相談窓口等） 

 

（４）事例検討会議について 

 ・権利擁護支援定例会議 年４回実施 

  （１０ケース検討 成年後見申立ての判断、地域での見守り事例など） 

 ・専門職相談（臨時の専門職による助言を行う事業） 年３回実施 

（アドバイザーは全て弁護士 相談者は包括２件、後見人１件） 

 

成年後見制度全般

46%

困難事例対応

16%

苦情

7%

金銭管理に関すること

7%

日常生活自立支援事業や身寄

りがない等、その他の相談

24%


